
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【窓口の動き】 

求  人  

 新規求人は、８６６人で前年同月比８．６％減となった。 

 有効求人数は、２，２５８人で前年同月比８．２％減となった。 

 新規求人倍率は、２．１９倍で前月より０．３ポイント上回り、前年同月比では０．５３ポイント下

回った。 

 有効求人倍率は、１．４９倍で前月より０．０２ポイント下回り、前年同月比で０．０４ポイント下

回った。 

 一般の新規求人は、４３３人で前年同月比１３．２％減となった。サービス業、卸・小売業で増加し

たが、製造業、運輸業、建設業、医療・福祉、宿泊・飲食サービスで減少した。 

 パートの新規求人は、４３３人で前年同月比３．６％減となった。サービス業、製造業で増加したが、

医療・福祉、運輸業、建設業、宿泊・飲食サービス業で減少した。 

 

求  職 

 新規求職者数は、３９６人で前年同月比１３．８％増となり、３か月ぶりに増加した。 

 有効求職者数は、１，５１１人で前年同月比６．２％減となり、３か月連続で減少した。 

 雇用保険一般求職者給付の受給資格決定件数は、１１７人で前年同月比０．８％減となった。 

 

 新規常用求職者（パートを除く）を態様別にみると、前年同月比で離職者（２７．３％増）は増加し、

無業者（３３．３％減）は減少、在職者（０．０％）は同数となった。

 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

２６年度 1.39 1.61 1.64 1.88 1.75 1.71 1.67 1.67 1.80 1.74 1.75 1.64

２７年度 1.58 1.53 1.55 1.72 1.76 1.68 1.61 1.64 1.61 1.50 1.39 1.49

２８年度 1.51 1.49
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【一般職業紹介の状況】 

求 職 

区 分 
 計 

対前月比 対前年比 
一 般 パート 

新規求職者数 ３９６ ２７１ １２５ ▲１２.６ １３.８ 

有効求職者数 １，５１１ １，００９ ５０２ ▲３．６ ▲６.２ 

求 人 

区 分 
 計 

対前月比 対前年比 
一 般 パート 

新規求人数 ８６６ ４３３ ４３３ １．３ ▲８．６ 

有効求人数 ２，２５８ １，２９５ ９６３ ▲４．６ ▲８．２ 

求 人 倍 率 

区 分 
 計 

対前月比 対前年比 
一 般 パート 

新規求人倍率 ２．１９ １．６０ ３．４６ ０．３０ ▲０．５３ 

有効求人倍率 １．４９ １．２８ １．９２ ▲０．０２ ▲０．０４ 

紹 介 ・就 職 

区 分 
 計 

対前月比 対前年比 
一 般 パート 

紹介件数 ４４５ ３４５ １００ ▲３．９ ▲３．１ 

就職件数 １２９ ７６ ５３ ▲９．８ ▲８．５ 

（▲は減少） 

 

 

【雇用保険の状況】 

雇用保険適用 

区 分 男 女 
計 うち事務組

合委託  対前月比 対前年比 

適用事業所数   ９６７ ０．５ ６．３ ２９８ 

資格取得者数 ２３３ ２２４ ４５７ ▲４３．７ １６．０ ３５ 

資格喪失者数 １５３ １０２ ２５５ ▲５１．７ ▲１０．８ ２１ 

被保険者数 １４，０７１ ７，５６６ ２１，６３７ ０．８ ２．０ ２，０６５ 

雇用保険給付 

区 分 
受給資格 決定件数 受給者 実人員 支給額 （千円） 

対前年比 対前年比 対前年比 

一般求職者給付 １１７ ▲０．８ ２７６ ▲７．１ ３２，４９８ ５．０ 

高齢求職者給付 ２５ ９２．３ ２４ １４．３ ５，６０９ ２４．７ 

短期特例一時金   0 － 0 － 

再就職手当   １０ ▲６３．０ ２，８２１ ▲６３．５ 

就業手当   １ ▲５０．０ ３７ ▲８６．７ 

求人倍率：求職者に対する求人の比率 

（新規求人倍率＝新規求人数／新規求職者数  有効求人倍率＝有効求人数／有効求職者数 



賃金情報（中途採用時・職業別） 

項目 

職業別 

一  般 パート 

求人賃金 求職賃金 求人賃金 求職賃金 

 上限 下限 性計 男 女 上限 下限 性計 男 女 

職業計 284,490 202,096 212,180 253,424 162,000 1,094 880 807 832 802 

管理的職業 350,000 280,000 200,000 200,000 － － － － － － 

専門的・技術的職業 250,229 190,014 328,857 462,777 187,058 1,163 1,055 1,006 1,000 1,010 

事務的職業 243,274 165,279 171,166 201,666 163,541 878 798 811 846 803 

販売の職業 308,560 178,032 178,571 196,666 154,444 1,434 815 771 730 776 

サービスの職業 327,992 236,036 169,696 190,000 159,545 1,060 902 810 750 813 

保安の職業 － － 180,000 180,000 － － － 800 800 － 

農林漁業の職業 267,000 169,000 120,000 120,000 － － － 750 750 － 

生産工程の職業 220,849 174,200 246,136 275,757 157,272 833 800 741 750 739 

輸送・機械運転の職業 263,115 193,051 232,608 236,363 150,000 970 875 866 866 － 

建設・採掘の職業 325,488 214,855 205,000 205,000 － － － 800 800 － 

運搬・清掃の職業 156,904 140,103 174,074 193,333 135,555 818 805 776 769 778 

分類不能の職業 － － 191,818 212,500 136,666 － － 781 800 778 

 

 

 

 

職業別 求人・求職の状況 

項目 

職業別 

一 般 パート 

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率 有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率 

職業計 1,188 1,008  1.18 849  502  1.69 

管理的職業 2  7  0.29  0 2  0.00  

専門・技術的職業 141  117  1.21  55 54  1.02  

事務的職業 180  292  0.62  51 140  0.36  

販売の職業 272  101  2.69  197 42  4.69  

サービスの職業 178  91  1.96  325 79  4.11  

保安の職業 0  7  0.00  1 2  0.50  

生産工程の職業 132  140  0.94  38 25  1.52  

輸送・機械運転の職業 129  84  1.54  7 9  0.78  

建設・採掘の職業 64  29  2.21  3 2  1.50 

運搬・清掃等の職業 79  103  0.77  167 125  1.34  

その他の職業 11  37  0.30  5 22  0.22  

 

 

 

＊この情報は、当月中に受理した求人及び求職に係る賃金で、一般の場合は基本給及び定額的に支払われる手当の合計額、パートの場合は時間

額です。 

＊求職賃金は、一般は希望月額で、パートは希望時間額です。賃金額は、求人・求職いずれも税込み額です。 

＊金額は、いずれも平均額で、「－」は対象データがないことを表示しています。 

＊求人数、求職者数、求人倍率は全て月間有効数を対象にしています。 

＊一般、パートとも常用（臨時等は除く）です。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク 

介護休業を取得予定の方、介護休業給付金を申請予定の事業主の方へ  

平成 28年８月１日以降に開始する介護休業から 

介護休業給付金の 

｢支給率｣や｢賃金日額の上限額｣が変わります 

 支 給 率 

介護休業給付金の支給額は、これまで休業開始時の賃金の 40％でしたが、平

成28年８月１日以降に開始する介護休業
※

からは、67％の支給となります。 

※平成 28年 7月 31 日までに開始した介護休業は、これまでどおり 40％を支給。 

 なお、平成 28 年８月１日以降に再度開始する介護休業は、67％の支給。 

＜支給額の比較＞ 
【例】休業開始時賃金日額１万円の方が３か月（１か月を 30日とした場合）介護

休業を取得した場合の総支給額 

【これまで】介護休業給付金の月額 ＝ 休業開始時の賃金日額 × 支給日数（30日）× 40％ 

平成 28 年７月 31

日までに介護休業

を開始した場合 

最大３か月 

                         

１か月 １か月 １か月 

40％ 40％ 

最大３か月で  

36 万円 

【 変 更 後 】介護休業給付金の月額 ＝ 休業開始時の賃金日額 × 支給日数（30日）× 67％ 

平成 28 年８月１日 

以降に介護休業を 

開始した場合 

 20 万 1千円 20 万 1千円 20 万 1千円 

40％ 

最大３か月 

 ６7% 

 

１か月 １か月 １か月 

67% 

最大３か月で  

60 万３千円 

介護休業給付金の算定基準となる賃金日額の上限額が、平成28年
８月１日以降に開始する介護休業

※

から、引き上げられます。 
※平成 28年 7月 31 日までに開始した介護休業は、これまでどおりの上限額。 

賃金日額の上限額 

 

 

 

【例】賃金日額が15,000 円の方（※介護休業開始時の年齢を問わず、以下の年齢区分を適用します） 

 平成 28 年７月 31 日までに介護休業を取得した場合 
   → 上限額＝14,210 円＊（「30 歳から 44歳までの賃金日額の上限額」を適用）＝賃金日額は、14,210円 
 平成 28 年８月１日以降に介護休業を開始した場合 
   → 上限額＝15,620 円＊（「45 歳から 59歳までの賃金日額の上限額」を適用）＝賃金日額は、15,000円 
＊平成 28年７月 31日までの賃金日額の上限額であり、平成 28年８月１日以降、各年齢区分の賃金日額の上限額は変更されます。 

介護休業給付金の算定基準となる賃金日額の上限額は、雇用保険の賃金日額の上限額（一定の年齢ごとに区分）を

もとに決められています。これまでは「30 歳から 44 歳までの賃金日額の上限額」を適用していましたが、平成 28

年８月１日以降に開始する介護休業からは、「45 歳から 59 歳までの賃金日額の上限額」を適用します。 

12 万円 12 万円 12 万円 

【注意点】平成 28 年８月１日以降に介護休業を開始した方は、支給の対象期間中に賃金の支払がある場合、支払われ

たその賃金の額が「休業開始時の賃金日額に支給日数をかけた額」に対し、13％（平成 28 年７月 31 日までに介護

休業を開始した方は 40％）を超えるときは支給額が減額され、80％以上のときは給付金は支給されません。 

※介護休業給付金支給申請書には、マイナンバーの記載が必要です。 

40％ 

67% 


